
（平成２３年２月１６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 7 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認京都地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



京都国民年金 事案 2169 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成７年５月から同年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成７年５月から同年 10 月まで 

    申立期間の国民年金保険料については、Ａ市Ｂ区役所から未納である

との連絡が有り、納付書により納付した。保険料については、姉の分と

ともに納付してきており、申立期間の保険料について、姉は納付済みな

のに私のみが未納となっていることには納得できないので、調査してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は６か月と短期間であるとともに、申立人は、申立期間を除き、

国民年金加入期間の国民年金保険料を全て納付しており、保険料納付意識

は高かったものと考えられる。 

   また、申立人は、平成７年 11 月の国民年金保険料を、同年 11 月 30 日に

納付していることがオンライン記録により確認できることから、同日まで

に国民年金の再加入手続を行ったものと推認でき、この時点で、申立期間

は現年度納付が可能であり、国民年金の再加入手続を行いながら、現年度

保険料を納付しなかった事情は見当たらない上、一緒に保険料を納付して

いたとする申立人の姉は、申立期間の保険料を納付済みであることが確認

できることから、申立期間の保険料は納付されたものとみても不自然では

ない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



京都国民年金 事案 2170 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年７月から同年９月までの期間及び 61 年１月から同年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めら

れることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

    住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  ① 昭和 60 年７月から同年９月まで 

             ② 昭和 61 年１月から同年３月まで 

    私は、昭和 53 年３月頃国民年金に加入し、定期的に送られてくる納付

書により国民年金保険料を自分で納付した。各年度末には未納のチェッ

クが行われるはずであり、未納があれば遡って納付しているはずである。

申立期間①及び②が未納とされていることには納得できないので、調査

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②はそれぞれ３か月と短期間であるとともに、申立人は、

申立期間を除き、国民年金加入期間について、国民年金保険料を全て納付

しており、平成８年度以降は保険料を前納していることが確認できること

から、保険料納付意識は高かったものと考えられる。 

   また、Ａ市が国民年金の加入状況、国民年金保険料の納付状況等を記録

している国民年金収滞納リストにおいて、申立期間①及び②を含む昭和 57

年７月から平成元年７月までは、申立人の父親名義の銀行口座から口座振

替により納付されており、申立期間①及び②については口座振替が行われ

ていないことが確認できるものの、同様に口座振替されなかった 61 年 12

月は 63 年９月 26 日に過年度納付し、63 年 11 月は 64 年１月７日に OCR 払

込書で納付していることが、オンライン記録で確認できる。 

   さらに、申立期間①及び②当時、Ａ市では、国民年金保険料を口座振替



できなかった場合は、その翌月に OCR 払込書を発行し、納付が確認できな

い場合は、翌年度に社会保険事務所(当時)から過年度納付書を発行してい

たことが確認できることから、申立期間についても、送付された納付書に

より納付したものとみても不自然ではない。 

   その他の事情を含め総合的に判断すると、申立人は、申立期間①及び②

の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



京都厚生年金 事案 2290 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間①のうち、昭和 48 年８月 31 日から同年９月１日まで

について、Ａ株式会社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、同

年９月１日であると認められることから、当該期間の厚生年金保険被保険

者資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、昭和 48 年８月に係る標準報酬月額については、８万円とすること

が妥当である。 

   また、申立人は、申立期間①のうち、昭和 48 年 10 月１日から同年 12 月

31日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取得日

に係る記録を同年 10 月１日に、資格喪失日に係る記録を同年 12 月 31 日に

訂正し、当該期間の標準報酬月額を、同年 10 月は８万 6,000 円、同年 11

月は６万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

   さらに、申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められることから、申立人の有限会社Ｂ（現

在は、株式会社Ｃ）における資格取得日に係る記録を平成９年３月１日に

訂正し、申立期間②の標準報酬月額を 36 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年８月 31 日から同年 12 月 31 日まで 

             ② 平成９年３月１日から同年４月１日まで 

    申立期間①について、Ａ株式会社に昭和 48 年 12 月末まで引き続き勤

務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて



ほしい。 

    また、申立期間②について、有限会社Ｂの厚生年金保険被保険者期間

が３か月となっているが、４回保険料を控除されているので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①のうち、昭和 48年８月 31日から同年９月１日までについて、

申立人は、雇用保険の記録から、同年８月 31 日までＡ株式会社に勤務して

いたことが確認できるが、申立人の同社における資格喪失日は、同社に係

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、当初同年９月１日と記録

されていたものの、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日（昭

和 48 年８月 31 日）の後の同年 10 月 31 日付けで、同年８月 31 日に厚生年

金保険の被保険者資格を喪失した旨の処理が遡って行われていることが、

申立人を含む 13 人について確認できる。 

   しかしながら、Ａ株式会社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日

（昭和 48 年８月 31 日）において、上記の訂正処理前の記録から、同社が

適用事業所としての要件を満たしていたと認められることから、当該適用

事業所でなくなったとする処理を行う合理的理由は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人について、昭和 48 年８月 31 日に

資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、申立人の資格喪失日

に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日

は、雇用保険の記録における離職日の翌日である同年９月１日であると認

められる。 

   なお、昭和 48 年８月の標準報酬月額については、同年７月の社会保険事

務所（当時）の記録から、８万円とすることが妥当である。 

   申立期間①のうち、昭和 48 年 10 月１日から同年 12 月 31 日までの期間

について、Ａ株式会社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなって

いたものの、閉鎖商業登記簿謄本から法人事業所であったことが確認でき

る上、当該期間当時の同僚は、「昭和 48 年 12 月末頃までは、申立人を含め

７人が勤務していた。」と供述していることから、当該期間についても厚生

年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

   また、申立人が保管している給与明細書及び複数の同僚の供述により申

立人がＡ株式会社において継続して勤務し、当該期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていることが認められる。 

   また、昭和 48 年 10 月１日から同年 12 月 31 日までの期間の標準報酬月

額については、給与明細書の厚生年金保険料控除額から、同年 10 月は８万



6,000 円、同年 11 月は６万 8,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、申立人の申立期間において適用事業所でありながら、社会保険

事務所に適用の届出を行っていなかったと認められることから、事業主は、

申立人の当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

   一方、申立期間①のうち、昭和 48 年９月１日から同年 10 月１日までの

期間については、申立人が保管している給与明細書及び複数の同僚の供述

により、申立人が当該期間においてＡ株式会社に勤務していたことは認め

られるが、同年９月の給与明細書から当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていないことが確認できる。 

   このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について、

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間①のうち、昭和 48 年９月１日から同年 10 月１日までの期間につ

いては、申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

   申立期間②について、雇用保険の記録、申立人が保管している給与明細

書及び株式会社Ｃから提出された回答により申立人が当該事業所において

申立期間に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書の報酬月額から、

36 万円とすることが必要である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、申立人に係る資格取得日を平成９年４月１日として届け出たこ

とを認めており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



京都厚生年金 事案 2291 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取得

日に係る記録を昭和 42 年４月１日に訂正し、同年４月及び同年５月の標準

報酬月額を２万 6,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年４月１日から同年６月１日まで 

    私は、Ｂ株式会社に昭和 41 年７月に入社し、その後同社の社長から

42年４月１日にＡ株式会社を設立するため同社に異動するよう指示があ

り当時のＣ部は全員が異動したが、申立期間は厚生年金保険の加入記録

が無いので、調査の上、厚生年金保険の加入記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している給与支払明細書、雇用保険の加入記録並びに申立

期間当時の代表取締役及び給与計算事務担当者の供述により、申立人が申

立期間においてＡ株式会社に勤務し、給与から厚生年金保険料を控除され

ていたことが確認できる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ株式会社に係る給与支払

明細書の厚生年金保険料控除額から２万 6,000 円とすることが妥当である。 

   一方、社会保険事務所（当時）の記録によれば、Ａ株式会社は昭和 42 年

６月１日に適用事業所となっているが、それ以前は適用事業所としての記

録が無い。 

   しかし、Ａ株式会社の保管する「健康保険厚生年金保険被保険者資格取

得確認及び標準報酬決定通知書」において、昭和 42 年４月１日現在の従業



員数が９人いることが確認できる上、当該事業所の業種からみて、当時の

厚生年金保険法の適用事業所要件を満たしていたものと判断される。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行について、事

業主が保管している「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認及び標

準報酬決定通知書」における被保険者資格の取得日が昭和 42 年６月１日に

なっていることが確認できることから、その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る同年４月及び５月の保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



京都厚生年金 事案 2292 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間①、②、③及び④に係る標準賞与額の記録については、

厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準

賞与額は訂正前の記録とされているが、申立人は、申立期間①、②及び④

について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消

し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律(以下

「特例法」という。)に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録

を、申立期間①及び②は 28 万円、申立期間④は 38 万円とすることが必要

である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年 12 月 20 日 

             ② 平成 17 年７月 25 日 

             ③ 平成 17 年 12 月 25 日 

             ④ 平成 20 年７月 28 日 

    「ねんきん定期便」に記録されている標準賞与額と、賞与明細書の厚

生年金保険料の控除額に見合う標準賞与額が一致しないので、年金記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された平成 15 年 12 月 20 日、17 年７月 25 日、20 年７月

28 日に支給された賞与に係る賞与明細書、及びＡ株式会社が保管する当該

期間に係る賃金台帳一覧の保険料控除額から、申立人は、申立期間①及び



②は 28 万円、申立期間④は 38 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

当該期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、

社会保険事務所(当時)は、申立人が主張する標準賞与額に見合う保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

   一方、申立期間③について、平成 17 年 12 月 25 日に支払われた賞与に係

る標準賞与額については、申立人から提出された賞与明細書及びＡ株式会

社が保管する賃金台帳一覧により、事業主が源泉控除していたと認められ

る厚生年金保険料額に見合う標準賞与額は、オンライン記録により確認で

きる標準賞与額より低額であることから、特例法による保険給付の対象に

当たらないため、あっせんは行わない。 

 



京都厚生年金 事案 2293 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間①、②及び③に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額と

ならない記録とされているが、申立人は、申立期間①、②及び③に係る厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められるこ

とから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記

録を、それぞれ３万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月 14 日 

             ② 平成 17 年 12 月 14 日 

             ③ 平成 18 年７月２日 

    申立期間に支給された賞与明細書から厚生年金保険料が控除されてい

ることが確認できるが、当時の賞与の届出が漏れていた。会社の事務担

当者がその後訂正の届出を行ったものの、時効により年金額に反映しな

いと言われた。私の標準賞与記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された平成 16 年 12 月 14 日、17 年 12 月 14 日、18 年７

月２日に支給された賞与に係る賞与明細書、及びＡ株式会社が保管する申

立期間に係る賃金台帳一覧の保険料控除額から、申立人は、申立期間①、

②及び③について、３万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ



いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、

社会保険事務所(当時)は、申立人が主張する標準賞与額に基づく保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 



京都厚生年金 事案 2294 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①について、厚生年金保険の被保険者であったと認

められることから、申立人の株式会社ＡのＢ本店の資格喪失日に係る記録

を昭和 22 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を、200 円とする

ことが必要である。 

   また、申立期間②については、申立人の株式会社ＡのＢ本店における資

格取得日は昭和 29 年７月 19 日であると認められることから、申立期間に

係る厚生年金保険被保険者資格の取得日を訂正することが必要である。 

   さらに、申立人は、申立期間③の厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められることから、申立人の株式会社ＡのＣ支

店における資格喪失日及び同社Ｂ本店の資格取得日に係る記録を昭和 31

年 12 月 22 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を、１万 8,000 円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間③の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

   加えて、申立人は、申立期間④の厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められることから、株式会社ＡのＢ本店におけ

る資格喪失日及び同社Ｄ支店の資格取得日に係る記録を昭和 32 年４月３

日に訂正し、同社Ｄ支店の資格喪失日及び同社Ｂ本店の資格取得日に係る

記録を 33 年４月 14 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を、１万 8,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間④のうち、33 年４月 14 日から

同年５月１日までの期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、明らかでないと認められる。また、32 年４月３日から

33 年４月 14 日までの期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正４年生 

    住    所 ：  

 



  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21 年９月１日から 22 年９月１日まで 

             ② 昭和 29 年７月 19 日から同年７月 26 日まで 

             ③ 昭和 31 年 12 月 31 日から 32 年１月１日まで 

             ④ 昭和 32 年４月１日から 33 年５月１日まで 

    私は、昭和 12 年８月に株式会社Ａに入社以来、51 年１月に退職する

まで継続して勤務した。しかし、申立期間①、②、③及び④について、

厚生年金保険の加入期間に空白期間が生じている。同社を途中で退職し

たことはないので、申立期間について、調査の上、厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、株式会社Ａから提出された申立人の在籍証明書及

び申立人が保管する昭和 49 年 12 月 19 日付け満 32 年以上勤続表彰状並び

に元同僚の回答から、申立人が申立期間①において同社に勤務していたこ

とが認められる。 

   また、株式会社Ａの厚生年金保険に関する業務を代行しているＥ株式会

社に照会したところ、「株式会社Ａは、昭和 21 年７月から 22 年９月までＦ

年金に切り替えていた可能性がある。」、と回答しているところ、株式会社

Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立人を含む多数の被

保険者氏名記載欄に「○で囲まれた『Ｇ』」の記録が確認できることから、

申立人が申立期間①において、Ｆ年金に加入していたと認められる。 

   さらに、Ｆ年金制度と厚生年金保険法に係る資料等によれば、Ｆ年金加

入者については、厚生年金保険法の前身である労働者年金保険法の制定時

から、「Ｆ年金の厚生年金保険法への移管」、「Ｆ年金加入者に対する厚生年

金保険法の適用除外」、及び「Ｆ年金加入者に対する労働者年金保険に適用

されるに至った場合における被保険者期間の加算」という三つの調整が行

われており、また、旧台帳等にＦ年金加入の表示がある場合は、昭和 22 年

９月１日を限度として、厚生年金保険の被保険者期間と認めることとする

とされていることが確認できる。 

   このことについて、社会保険庁（当時）は、当該資料に基づき、これら

の調整が行われており、当該制度及び厚生年金保険法において、問題なく

処理されるものである旨を回答している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が申立期間①において、厚生年金

保険被保険者であったことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る健康保険厚生



年金保険被保険者台帳における昭和 21 年８月の記録から、200 円とするこ

とが妥当である。 

   申立期間②について、株式会社ＡのＣ支店に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿によると、申立人は、同社Ｃ支店において昭和 29 年７月 19

日に資格を喪失し、オンライン記録では、同年７月 26 日に同社Ｂ本店にお

いて資格を取得していることが確認できる。 

   一方、雇用保険の加入記録及び株式会社Ａから提出された在籍証明書に

より、申立人は昭和 29 年７月 19 日に同社Ｂ本店に異動し、申立期間②に

おいて継続して勤務していたことが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人の株式会社ＡのＢ本店における資

格取得日は、昭和 29 年７月 19 日であると認められる。 

   申立期間③について、雇用保険の加入記録、株式会社Ａにおける在籍証

明書及び上記の勤続表彰状並びに複数の元同僚の回答から、申立人は申立

期間③において株式会社Ａに継続して勤務（昭和 31 年 12 月 22 日に同社Ｃ

支店から同社Ｂ本店に異動）していたことが確認できる。 

   また、株式会社Ａにおいて会計事務を担当していた元同僚は、申立人は

定年まで継続して同社に勤務し、申立人の給与から厚生年金保険料が控除

されていた旨回答している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間③において株式会社

Ａに継続して勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の株式会社ＡのＢ本

店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿における 32 年１月の記録か

ら１万 8,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料については不明とし

ており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明

らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日及び喪失日に係る届出を社会

保険事務所（当時）に行ったか否かについては、確認できる関連資料及び

周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

   申立期間④について、雇用保険の加入記録、株式会社Ａにおける在籍証

明書及び上記の勤続表彰状並びに元同僚の回答から、申立人は申立期間④

において株式会社Ａに継続して勤務（昭和 32 年４月３日に同社Ｂ本店から

同社Ｄ支店に異動し、33 年４月 14 日に同社Ｄ支店から同社Ｂ本店に異動）



していたことが確認できる。 

   また、株式会社Ａにおいて会計事務を担当していた元同僚は、申立人が

定年まで継続して同社に勤務し、申立人の給与から厚生年金保険料が控除

されていた旨回答している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間④において株式会社

Ａに継続して勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の株式会社ＡのＢ本

店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿における昭和 32 年３月及び

33 年５月の記録から、１万 8,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としているが、申立期間④のうち、33 年４月 14

日から同年５月１日までの期間については、これを確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情は見当たらないことから、行ったとは認められない。 

   一方、申立期間④のうち、昭和 32 年４月３日から 33 年４月 14 日までの

期間については、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が

提出された場合には、その後被保険者報酬月額算定基礎届や被保険者資格

の喪失届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても

社会保険事務所が当該届出を記録していないとは、通常の事務処理では考

え難いことから、事業主から社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は

行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 32 年４

月から 33 年３月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



京都国民年金 事案 2171 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40年５月から 50年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年５月から 50 年３月まで 

    申立期間当時、父親はＡ市Ｂ区で個人商店を営み国民年金に加入して

いたので、私が 20 歳になった際、父親が国民年民の加入手続を行い、国

民年金保険料を納付してくれていたはずである。結婚後は、妻が二人の

保険料を納付してくれていた。申立期間が未納とされていることには納

得できないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20歳になった際、申立人の父親が国民年金の加入手続を行い、

申立期間の国民年金保険料は、婚姻前は申立人の父親が、婚姻後は申立人

の妻が納付してくれていたと主張している。 

   しかしながら、申立人について、国民年金手帳記号番号払出簿検索シス

テムにより「Ｃ（漢字）」「Ｄ（カナ）」で検索したが、Ａ市において国民年

金に加入した形跡は見当たらず、申立人及びその妻は、Ｅ市の国民年金被

保険者名簿において、受付年月日欄に「50.12.15」と記載されていること

から、申立人及びその妻は、昭和 50 年 12 月 15 日に国民年金の加入手続を

行い、国民年金手帳記号番号も同日付けで払い出されていることが同手帳

記号番号払出簿で確認でき、申立内容とは符合しない。 

   また、申立人が国民年金に加入した昭和 50 年 12 月の時点では、申立期

間の国民年金保険料を納付するには特例納付及び過年度納付によることと

なるが、申立人に係る当時の国民年金被保険者台帳である特殊台帳にその

旨の記録は見当たらず、婚姻後一緒に納付していたとする申立人の妻もオ



ンライン記録において同年３月まで保険料が未納とされている。 

   さらに、申立人の父親又は申立人の妻若しくは申立人が申立期間の国民

年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無

く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない上、申立人について、オンライン記録により氏名を複数の

読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国民年金手帳記号番号が払い

出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



京都国民年金 事案 2172 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成８年１月から 10 年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

     

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年１月から 10 年１月まで 

    父親が平成 10 年４月頃、Ａ町役場（現在は、Ｂ市）で私の国民年金の

加入手続を行ってくれ、加入手続の際、国民年金保険料を２年間遡って

納付できると聞き、役場内の金融機関で申立期間の保険料約 30 万円を納

付書で一括納付してくれたはずである。申立期間が未納とされているこ

とには納得できないので、調査してほしい。 

             

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成 10 年４月頃に申立人の父親が国民年金の加入手続を行い、

申立期間の国民年金保険料を役場内の金融機関で一括納付してくれたと主

張している。 

   しかしながら、申立人は、平成 10 年４月 17 日に国民年金の加入手続を

行ったことがＡ町の国民年金被保険者名簿により確認できるものの、この

時点では、申立期間のうち、８年１月及び同年２月は既に時効により国民

年金保険料を納付できず、申立人は申立期間の保険料を一括納付できなか

ったものと考えられる。 

   また、申立人が国民年金に加入した上記の時点では、申立期間のうち、

平成９年４月から 10 年１月まではＡ町に国民年金保険料を納付すること

となるが、同町の被保険者名簿には保険料を納付した記録は見当たらず、

申立期間のうち、８年３月から９年３月までは過年度納付によることとな

るが、過年度分については同町役場内の金融機関において収納取扱いを行

っておらず、申立内容と符合しない。 



   さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料として、申立人の父親名

義の金融機関の口座から、約 30 万円を引き出し納付したとしているが、当

該口座には、申立内容に符合する出金記録は確認できない。 

   加えて、申立人の父親又は申立人が申立期間の国民年金保険料を納付し

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、

申立人について、婚姻前の氏名を含め複数の読み方で検索したが、該当者

はおらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



京都国民年金 事案 2173 

                     

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年２月から 59年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：    

          

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 46 年２月から 59 年３月まで 

    私は、昭和 59 年４月頃、Ａ区役所で国民年金の加入手続を行い、申立

期間の国民年金保険料は遡って納付した。申立期間が未納とされている

ことには納得できないので、調査してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 59 年４月頃にＡ区役所で国民年金の加入手続を行い、申

立期間の国民年金保険料は遡って納付したと主張している。  

   しかしながら、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳

記号番号は、前後の被保険者記録により昭和 61 年４月に払い出されている

ことが確認できることから、申立人は、この頃国民年金の加入手続を行っ

たものと推認され、この時点では、申立期間の保険料は時効により納付で

きず、申立期間の保険料を納付するには特例納付によることとなるが、特

例納付が実施されていた時期ではない。 

   なお、申立人は、国民年金に加入した上記の時点において時効とならな

い、昭和 59 年４月から 60 年３月までの国民年金保険料額７万 4,640 円及

び 60 年４月から 61 年３月までの保険料額８万 880 円を遡って納付してい

る。 

   また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、婚

姻前の氏名を含め複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国民



年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



京都国民年金 事案 2174 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年 10月から 45年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年 10 月から 45 年３月まで 

    私は、昭和 42 年 10 月に結婚し、この頃、夫が自宅に来ていた集金人

に国民年金の加入手続を行ってくれた。申立期間の国民年金保険料は、

夫が、自身及び義父母の分と一緒に納付してくれていたはずであり、未

納となっていることには納得できないので調査してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 42 年 10 月頃、申立人の夫が国民年金の加入手続を行い、

申立期間の国民年金保険料を納付してくれていたと主張している。 

   しかしながら、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳

記号番号は、昭和 45 年 11 月に払い出されていることが同手帳記号番号払

出簿により確認できることから、この頃国民年金の加入手続を行ったもの

と推認でき、申立人が国民年金に加入した時点では、申立期間の保険料を

納付するには過年度納付及び特例納付によることとなるが、申立人からは

遡って保険料を納付したとの主張は無い。 

   また、申立人の夫又は申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立

人について、婚姻前の氏名を含め複数の読み方で検索したが、該当者はお

らず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



京都厚生年金 事案 2295 

 

第１ 委員会の結論  

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21 年頃から 23 年頃まで 

             ② 昭和 25 年 10 月 27 日から 26 年１月１日まで 

    私は、申立期間①についてＡ株式会社に勤務し、申立期間②について

Ｂに雇用され勤務していたが、厚生年金保険の加入記録が私の記憶と違

っているため、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人のＡ株式会社の業務内容に係る詳細な記憶

から、申立人が少なくとも申立期間のうち一部期間において、当該事業所

に勤務していた可能性は有る。 

   しかし、Ａ株式会社は昭和 46 年７月に厚生年金保険の適用事業所ではな

くなっており、申立期間当時の事業主は亡くなっている上、事業主の親族

に照会したが、厚生年金保険料の控除を確認するための関連資料等は保管

されていないため、申立人の勤務実態及び申立人の給与から厚生年金保険

料が控除されていたことを確認することはできない。 

   また、オンライン記録から、申立期間当時にＡ株式会社に勤務していた

ことが確認できる元同僚に照会したが、申立期間①において申立人の給与

から厚生年金保険料が控除されていたことを確認するための資料及び供述

を得ることはできない。 

   さらに、申立期間①に係るＡ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿を確認したが、申立人の氏名は記載されておらず、健康保険番号

に欠番が無いため、申立期間において申立人の記録が欠落したとは考え難



い。 

   申立期間②について、当時の同僚は、「時期は不明だが申立人と一緒にＣ

で勤務した。」と供述していることから、勤務期間は特定できないものの、

申立人が当該施設に勤務していた可能性がある。 

   しかし、Ｄ県Ｅ部Ｆ課が保管する、Ｄ県Ｇ事務所の作成したＢ施設に勤

務する日本人従業員の労務管理資料において、申立人が昭和 25 年 10 月 27

日にＢ施設の美術館を退職したこと、及び同年 12 月 19 日からＢのＨ病院

に勤務していたことが確認できる。 

   また、上記Ｄ県Ｅ部Ｆ課が保管する資料において申立人と同時期の昭和

25 年 12 月 15 日から同年 12 月 22 日に採用された 28 人のうち、Ｄ県Ｇ事

務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において記載が確認できる

19 人は、申立人と同様に 26 年１月１日に厚生年金保険の資格を取得して

いることから、当時Ｄ県Ｇ事務所では、Ｂ施設に勤務する全ての従業員に

ついて、採用後直ちに厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったこと

がうかがえる。 

   さらに、申立人が勤務していたとするＣについて、Ｄ県Ｅ部Ｆ課が保管

する資料及びＤ県Ｇ事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

いて、該当すると思われる同名称の施設が確認できない。 

   このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



京都厚生年金 事案 2296 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37 年４月１日から同年５月１日まで 

             ② 昭和 38 年１月 21 日から同年２月４日まで 

             ③ 昭和 42 年８月１日から 43 年６月１日まで 

    私は、申立期間①についてはＡ株式会社に、申立期間②については株

式会社Ｂ（現在は、株式会社Ｃ）に、申立期間③については有限会社Ｄ

に勤務していたが、ねんきん定期便で確認したところ、申立期間①、②

及び③に係る厚生年金保険の加入記録が無い。それぞれの期間について、

調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、Ａ株式会社に保管されている「厚生年金保険被

保険者取得確認及び標準報酬決定通知書」によると、申立人の厚生年金保

険被保険者資格の取得日は、昭和 37 年５月１日であることが確認できる。 

   また、Ａ株式会社の現在の人事課担当者は、「現存している申立期間当時

の資料をみると、入社日と厚生年金保険の資格取得日が１か月ずれている

者が複数確認できる。」と供述している。 

   さらに、申立期間当時の同僚は、「私は、昭和 37 年４月 1 日にＡ株式会

社に入社したが、厚生年金保険に加入したのは同年５月１日からである。」

と供述している上、オンライン記録から同人の厚生年金保険被保険者の資

格取得日は昭和 37 年５月１日であることが確認できることから、当該事業

所において、全ての従業員について、入社後直ちに厚生年金保険に加入さ

せる取扱いではなかったことがうかがえる。 



   申立期間②については、申立人は、昭和 38 年１月 21 日に株式会社Ｂに

入社したと主張しているものの、申立人の記憶は曖昧であり、申立人の正

確な入社日を特定することはできない。 

   また、当該事業所に照会したが、申立期間当時の人事記録等の関連資料

は現存せず、申立人の申立期間における勤務実態について確認することが

できない。 

   さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申

立期間当時に被保険者であったことが確認できる複数の元同僚に照会を行

ったが、申立人について詳細に記憶しておらず、申立人の当該事業所にお

ける勤務開始時期及び申立期間に係る厚生年金保険の加入について確認で

きる回答を得ることができない。 

   加えて、上記元同僚は、当該事業所において試用期間は無く、入社と同

時に厚生年金保険に加入していた旨回答している。 

   申立期間③については、有限会社Ｄの元事業主及び元同僚の供述から、

期間の特定はできないものの、申立期間の一部の期間において申立人が当

該事業所に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、オンライン記録及び厚生年金保険適用事業所記号簿の記載によ

ると、有限会社Ｄは、昭和 43 年６月１日に厚生年金保険の適用事業所とな

っており、申立期間当時は厚生年金保険の適用事業所ではないことが確認

できる。 

   また、有限会社Ｄの元事業主は「自分は、事業所が厚生年金保険の適用

を受けるまでの期間は、国民年金に加入しており、他の従業員も各自で加

入していると思っていた。」と供述しており、元同僚は、「当時は個人事業

所であり、厚生年金保険に加入していないことを承知していた。」と供述し

ている。 

   このほか、申立人の申立期間①、②及び③における厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①、②及び③に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 

 



京都厚生年金 事案 2297 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 29 年４月１日から 30 年３月 31 日まで 

             ② 昭和 30 年４月１日から 32 年 10 月 31 日まで 

    私は、中学卒業後しばらくしてからＡ丸の船員になった。Ａ丸は、貨

物船で主として材木を、Ｂ・Ｃ・ＤからＥなどへ運んでいた。Ａ丸の乗

組員は、船長の家族３人と私の４人でした。１年くらいした頃に同じ中

学の１年上の同僚に出会い、Ｆ丸に移ることになった。Ｆ丸も同じよう

な船で、２年くらい乗船していた。Ａ丸及びＦ丸に乗船していた期間を

船員保険の被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ丸の申立期間当時の船長の親族並びにＡ丸及びＦ丸で一緒に乗船して

いた元同僚の供述から、申立人が、期間は特定できないものの、Ａ丸及び

Ｆ丸に乗船していたことは推認できる。 

   申立期間①については、当時のＡ丸の船舶所有者及び船長は既に亡くな

っており、上記の船長の親族に照会したが、申立人の勤務実態及び船員保

険料の控除について確認することができない。 

   また、Ａ丸における申立人の勤務状況について、元同僚は、「申立人は日

給制の臨時雇用で、乗船して航行したのは数回程度であったことから、正

規の船員としての扱いではなかった。」と供述している。 

   申立期間②については、当時のＦ丸の船舶所有者及び船長の所在が確認

できず、申立人の勤務実態及び船員保険料の控除について確認することが

できない。 



   また、元同僚は、「自分がＦ丸に乗船するに当たり、船員保険の継続を船

長に求めたところ、同船は船員保険には加入していないと言われた。」と供

述しており、当該元同僚についても、Ｆ丸での船員保険の加入記録は確認

できない上、Ｆ丸が船員保険適用船としての記録が見当たらないことから、

同船において船員保険は適用されていなかったことがうかがえる。 

   さらに、申立人は、「船員手帳の交付を受けていた。」と主張しているが、

国土交通省及びＧ運輸支局において検索照会をしたが、「申立人の氏名及び

生年月日の検索では該当する者は見当たらない。」と回答しており、申立人

の船員手帳の交付は確認できない。 

   このほか、申立人の申立期間①及び②における船員保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として申立期間①及び②に係る船員保険料を事

業主により控除されていたと認めることはできない。 

 



京都厚生年金 事案 2298 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38 年４月１日から 40 年１月 30 日まで 

               （Ａ株式会社） 

             ② 昭和 40 年３月 20 日から同年３月 27 日まで 

               （Ｂ株式会社） 

             ③ 昭和 40 年５月 15 日から 41 年５月１日まで 

               （Ｃ社） 

    株式会社Ｄの厚生年金保険被保険者期間については、脱退手当金を受

給したが、それ以前に加入していたＡ株式会社、Ｂ株式会社及びＣ社の

被保険者期間については、受給していないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、株式会社Ｄの厚生年金保険被保険者期間については脱退手当

金を受給したが、Ａ株式会社、Ｂ株式会社及びＣ社の被保険者期間につい

ては受給していないと主張している。 

   しかしながら、脱退手当金の支給を裏付ける申立人の脱退手当金裁定請

求書では、株式会社Ｄの厚生年金保険被保険者期間とともに、Ａ株式会社、

Ｂ株式会社及びＣ社の被保険者期間についても併せて脱退手当金を請求し

ていることが確認できる。 

   また、脱退手当金裁定請求書には、「受付 44.11.25」の押印が有るとと

もに、同裁定請求書の裏面には、昭和 45 年３月４日に申立人の義母が申立

人の脱退手当金を代理受領した旨の署名及び押印が確認できる上、脱退手

当金は、当該４事業所を通算して算出されており、その支給額に計算上の



誤りは無く、ほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情

は見当たらない。  

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 


